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1. まえがき

1.1 本報告書の狙い

IT 社会の進展によって，誰も見たことのない新しいクル

マ社会がやってくる。それに勝ち残るのは従来の自動車産

業であるとは限らない。クルマがコネクティッドされたこ

とにより競争の場が巨大 IT 企業の独占する情報化社会での

サービス競争の場に移る部分があるからである。しかし当

然のことながら，情報化社会という情報の世界と異なり，

クルマは人命を預かる移動手段というリアルなハードウェ

アであり，安全であることが大前提である。移動に要する

エネルギー消費を抑え低炭素化社会に貢献する義務があ

り，エネルギーを扱い，動力に変換し，制御するハードウ

ェアが依然として大きな比重を占めていることは変わらな

い。この委員会のルーツは 42V 電源の登場にあり，車両電

源のあるべき姿を問い調査を継続し委員会名を変更しなが

らも 16 年以上経過している。この委員会ではクルマ単体の

電動化の動向，電源システムの動向とマクロな観点から車

の電動化が系統電力にどのような影響を与えるのか，どの

ような対応が考えられるのか調査してきた。本報告書では

これら動向の定点観測結果を提示するとともに新たな観点

からクルマそのものそしてクルマ社会に期待される機能，

サービスを考察したうえで，それがクルマの電源にどのよ

うな影響を与え，何をどのように準備していくのか提言す

る。 

1.2 電動車両の社会への浸透状況

1.2.1 国内の電動化浸透状況

国内の 2011 年度から 2016 年度までの EV，PHEV，FCEV
車両販売台数推移を図 1.1に示す。 

これに HEV 車両の販売台数推移を追加したものが図 1.2

である。EV，PHEV，FCEV は着実に販売台数を伸ばしてい

るものの，HEV 車両に比べると桁違いに少ない。

図 1.1 国内 EV，HEV，FCEV 乗用車販売台数推移(1)

Fig.1.1. Change of Japan's passennger car  

sales number of EV,HEV,FCEV 

図 1.2 国内電動車販売台数推移(2)

Fig.1.2. Change of Japan's elecrified vehicle sales number 

国内の電動車両の保有台数の推移は図 1.3であり， 2016
年には 600 万台を超えるものの，2016 年の国内乗用車保有

台数は 6125 万台(4)であるので普及率としては，10%に及ば

ない。 

図 1.3 国内電動車保有台数推移(3)

Fig.1.3. Change of Japan's elecrified vehicle possession number 

2017 年は新型 EV，PHEV が販売されており，その影響は

今後現れるものの，政府が掲げる 2020 年に EV，PHV 国内

保有台数を最大 100 万台という目標(5)には厳しい状況であ

る。

充電器の普及状況は図 1.4 であり，基数では約 28,000 基

だが，箇所数ではまだ 21,000 箇所程度にとどまっている。

図 1.4 急速充電器と普通充電器の内訳(6)

Fig.1.4. Breakdown quick/normal charger 

政府施策では共同住宅に充電器設置数を増やすことが必

要であり，そのためには充電器設置が事業として成立する

ビジネスモデルを造り上げることが重要と考えて自動車業

界を挙げて取り組んでいる(7)。
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